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はじめに                                                                              

 

 うなづき症候群は，い

まだに原因や治療法が分

からない病気である。最

近では新たな症例が激 

減している報告があるも

のの，政府は正確な患者

数を把握していない。  

３,０００人と推定されるこ

ともあれば，７,０００人と

も言われることもある。

ウガンダ政府の保健省は

有病率調査を計画してい

る段階だが，保健省の研

究委員会で承認された調

査計画はこれまでに１３を数える。しかしながら，

うなづき症候群の患者に対しては限られた支援し

かおこなわれておらず，見捨てられた状態となっ

ている。 

 ２０１３年７月，うなづき症候群の問題に対処する

住民グループがつくられ，Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ‐Ｂａｓｅｄ  

Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ（ＣＢＯ）として登録された。ここでは，

うなづき症候群の影響を軽減させる長期的な対応

策として，ＣＢＯを活用することについて考える。 

 

 

 

 

 

 

ＮＧＯとＣＢＯ 

 

 ＮＧＯ（Ｎｏｎ‐Ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）は，第

二次世界大戦後の政府による復興を補うために 

つくられたのがはじまりとされる。国連によると，

「政府や協定によって作られたのではない国際的，

国家的組織，または国家内での組織」と定義さ  

れ[1]，政府や企業ビジネスから独立した，寄付や

ボランティアの価値観にもとづく組織とされる。 

 世界銀行[2][3]によると，ＮＧＯとＣＢＯは「政府と

全く，あるいはほとんど独立しており，商業的な 
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図１ ＡＣＮＳのメンバーによる牛耕 
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目的よりもむしろ人道的，共同体的な目的を持っ

た活動，たとえば貧困削減，環境保全，基礎的な

社会サービスの提供，コミュニティ開発などを 

おこなう事業主体」と定義される。ウガンダのＮＧ

Ｏ登録法（２００６年）によると，ＣＢＯは「準郡（ｓｕｂ‐   

ｃｏｕｎｔｙ）のレベルで会員やコミュニティの福利厚

生を推進するために活動するＮＧＯ」とされる[4]。 

 ＮＧＯとＣＢＯはしばしば混同される。すべての

ＮＧＯがＣＢＯ（「草の根組織」や「民衆の組織」とも言わ

れる）ではないし，ＣＢＯはその性質と目的におい

て，ＮＧＯと区別される。ＮＧＯは，いわば「仲介的」

な組織としての提供をおこなう。それに対して，

ＣＢＯは限られた地域の中で特定の人々に対して

物やサービスを提供する。ＣＢＯは一般的に，共通

の関心を持つ個々人が一緒に活動するための会員

制組織であり，例えば女性グループ，講，若者グ

ループ，農民組合などである。また，ＣＢＯの設立

に関しても，ローカルな問題や外部からの脅威と

いった特定の課題に対処するために，地域の住民

によってつくられることが多い。ただし，大きな

課題の場合には，他の問題にも反映される活動と

なることもある[5][6]。 

 これまでに，アフリカのみならず世界中で数多

くのＮＧＯとＣＢＯが生まれてきた[6][7]。ウガンダ

では，ムセベニが政権を掌握した１９８６年以前まで，

ＮＧＯとＣＢＯの数は１００に満たなかった。しかし，

２００２年までに設立されたＮＧＯやＣＢＯは，健康，

環境，農業といった分野において３,０００を超えて

いる。この急激な増加は，市場経済の拡大，経済

改革などによって空いた行政サービス等の穴を埋

めるべく，社会の貧困層や周辺化された層の人々

のニーズに応えるために引き起こされた。さらに

言えば，民主主義の進展が表現の自由をもたらし，

草の根型開発の旗手としてＮＧＯやＣＢＯが求めら

れていった[8］。 

 現在では，グル県（Ｇｕｌｕ Ｄｉｓｔｒｉｃｔ）だけで１,０００

を超えるＣＢＯが登録されており，その多くは農業

改良や貧困撲滅にかかわる活動をおこなってい 

る。しかし，保健医療問題を扱っているＮＧＯやＣ

ＢＯは，ＣＡＲＩＴＡＳ，Ｈｅａｌｔｈ Ａｌｅｒｔ， Ｎｏｒｔｈｅｒｎ 

Ｕｇａｎｄａ Ｍａｌａｒｉａ， ＡＩＤＳ ＆ Ｔｕｂｅｒｃｕｌｏｓｉｓ  

Ｐｒｏｇｒａｍｍｅ（ＵＳＡＩＤからの資金提供で運営されるプ

ロジェクト，略称ＮＵＭＡＴ）などわずかである。さら 

 

 

 

 

 

 

に，うなづき症候群の患者への多面的な支援事業

をおこなっているのはパデー県（Ｐａｄｅｒ Ｄｉｓｔｒｉｃｔ）

で活動するＣＡＲＩＴＡＳだけであった。 

 このような中，筆者が住民と政府の仲介役と  

なり，うなづき症候群の影響への対応に特化した

“Ａｌｌｉａｎｃｅ ｆｏｒ Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ ｗｉｔｈ Ｎｏｄｄｉｎｇ   

Ｓｙｎｄｒｏｍｅ”（ＡＣＮＳ）（現地のアチョリ語ではＲｉｂｅ    

ｐａ Ｊｏ ｍａ ｔｙｅ ｋｉ ｔｗｏ ｌｕｃ ｌｕｃ）が登録された。活

動範囲は，グル県パイチョ準郡カル-アリ行政教 

区（Ｋａｌ‐Ａｌｉ Ｐａｒｉｓｈ）である。長期間にわたって持続

させることが考慮されている点，また，多くのＣ

ＢＯが外部からの公的な支援から独立して機能し

ている［9][10］のに対して，日本のネットワークとの

関係という枠組みの中でつくられた点が特徴的で

ある。 

 

 ＣＢＯの設立とその背景 

 

 うなづき症候群に対する政府の介入は不十分で

ある。政府は患者にてんかん関連薬を毎週提供し

ているが，簡易診療所（ヘルスセンター）ではよく薬

剤の在庫切れが起こる。患者の食事を補助するた

めにメイズ，ダイズなどマメ類の配給も時々ある

が，食物の量はごくわずかにすぎない（例：４カ月

ごとに１人当たり１ｋｇのマメ類）。このように，うな

づき症候群への対策に特化したＣＢＯを設立する

ことは，政府による支援の穴を埋めるために時宜

を得たものであった。 

 筆者が２０１３年に予備調査をしたところ，うなづ

き症候群の問題に対処することを目的としたＣＢ

Ｏはグル県のみならず，北部ウガンダ全体をみて

も存在せず，４０名の患者が活動しているＮＧＯが

グル県に一つあるだけにすぎなかった。つまり，

政府からの支援の不足を補うためのコミュニティ

による組織も明らかに不足していた。 

 ２０１３年７月，２４名のメンバーと３４名の患者に

よってＡＣＮＳが設立された（患者の家族がメンバー

になることも多く，メンバー数と患者数は一致しない）。

そしてその２カ月後，メンバーと患者数はそれぞ

れ３０，４５名に増えた。ＡＣＮＳの目標は，コミュ

ニティの人びとの参加を促すことで，うなづき症

候群にかんする負担や影響を軽減させることであ

る。より具体的には，以下の３つのことを目的と 
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している。（１）うなづ

き症候群の原因と治療

法の発見のために専門

家と連携する，（２）患

者のケアを向上させる，

（３）患者世帯の収入を

向上させる，（４）健康

的な生活環境づくりを

促す。 

 新しく作られたこの

ＣＢＯは，共同での患者

のケア（特に家族だけで

手に負えなくなった場

合），患者や両親との相

談，ウシと犂を用いた

ラッカセイ，マメ類，

キャッサバなど食用作

物の栽培（図１）といっ

た活動をおこなってい

る。日本の「うなづき症候群対策ネットワーク」か

らは，ＣＢＯのキャパシティを向上させるため，播

種用の良質の種子，２頭のウシ，犂が寄付された。

資源とスキルが限られるため，課題は数多くある

ものの，良いスタートを切ることができた。 

 

ＣＢＯの要望と展望 

 

 ＡＣＮＳが第一に要望していることは，うなづき

症候群の原因とその治療法の解明である。メンバ

ーは，このことを実現するために他の組織や個人

の研究者とパートナーの関係を結びたいと考えて

いる。また同時に，マラリアなど地域で一般的な

致死性の病気もカバーする広範囲でのヘルスケア

の進展も望んでいる。 

 第二に希望していることは，患者やその家族に

対するケアの改善である。これは，患者とかれら

の兄弟の教育に対する支援や，患者専用の学校の

建設をとおして可能となる。 

 その他の希望としては，きれいで安全な水資源

（掘り抜き井戸）の確保が挙げられる。住民はアチュ

ワ（Ａｃｈｗａ）川の水を利用しているが，そこでは患

者がすでに数人溺死している（図２）。また，ウシ

と犂等によるさらなる農業への投資，植林などの 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全活動の促進も希望している。 

 ＣＢＯのメンバー間には，高い協力・参加意識が

みられ，共同労働とミーティングの参加率は非常

に高い。また，ここでの活動は，メンバー以外で

うなづき症候群の状況に同情してきた住民からも

関心がもたれ，かれらが自発的に作業に加わるこ

ともある。うなづき症候群の問題の深刻さは，コ

ミュニティの人びとが強く団結する一つの要因と

なっているとも言えるだろう。なお最近では，ま

だメンバーになっていない住民から，ＡＣＮＳに入

りたいという強い希望がある。しかしながら，次

の雨季が始まる２０１４年初めまでの約６カ月間は，

新規メンバー受け入れを停止している。 

 ＡＣＮＳのメンバーがもつ熱意は，ＣＢＯの将来可

能性が明るいことを示唆している。ただし，さら

なる検討は，現在の活動の結果をみてからおこな

う必要があるだろう。本稿では，うなづき症候群

の患者とその家族が国内においても国際的にも顧

みられていないこと，コミュニティの人びとを活

動に巻き込んでいく可能性をＣＢＯが有している

ことを指摘した。今後は，組織を運営していくた

めの外部からのサポート，より多くの地域での活

動を可能とするＮＧＯの設立，研究者とのさらなる

連携が望まれる。 

 

 

 

図２ アチュワ（Ａｃｈｗａ）川（２０１３年８月撮影） 
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